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無電柱化は，「防災性の向上」，「安全性・快適性の確保」，「良好な景観形成」の観点から重要な施策で
ある（図─１）。
また，災害の激甚化・頻発化等によりその必要性は高まっている。
令和 3年 5月に策定された新たな「無電柱化推進計画」では，無電柱化の推進に関し総合的かつ計画的
に講ずべき施策を掲げている。
本稿では，この施策の中から，今年度とりまとめた新設電柱の抑制に向けた対応方策を中心に紹介する。
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1．はじめに

我が国では，昭和 60 年代初頭から，電線類を地中
へ埋設するなど無電柱化について計画的に取り組まれ
てきており，一定の整備が図られてきた。
しかしながらその水準は，欧米はもとよりアジアの主
要都市と比較しても大きく立ち後れている状況である。

また，全国には依然として，道路と民地をあわせて
約数千万本の電柱が建っており，減少するどころか毎
年数万本単位増加しているのが現状である。
本稿では，令和 3年 5 月 25 日に策定された「無電
柱化推進計画」の概要や，令和 4年 4 月 20 日に公表
した新設電柱の抑制に向けた対応方策について紹介す
る。

無電柱化の取組
新設電柱の抑制に向けた対応方策

行政情報

図─ 1　無電柱化の目的

特集＞＞＞　地下・地中構造物
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2．無電柱化推進計画について

「無電柱化の推進に関する法律」（平成 28 年法律第
112 号）第 7条の規定に基づく国土交通大臣決定の計
画として，「無電柱化推進計画」を令和 3年 5月 25 日
に策定した。
本計画では，無電柱化の推進に関する基本的な方針

として，
・�新設電柱を増やさない�  
（特に緊急輸送道路は電柱を減少させる）
・徹底したコスト縮減を推進する
・事業の更なるスピードアップを図る
の 3つをポイントとし，無電柱化の推進に関し総合的
かつ計画的に講ずべき施策を位置づけている。このう
ち，新設電柱の抑制については，
1）道路事業と併せた無電柱化の実施
2）市街地開発事業等における無電柱化の推進
3）電柱の増加要因を踏まえた新設電柱の抑制
を掲げている。
3）については，関係者が連携して新設電柱の増加

要因を調査・分析を行い，その増加要因毎に関係者で
役割分担の上，削減に向けた対応方策をとりまとめる
こととしている。この対応方策などについて紹介する。

3．新設電柱の抑制に向けた対応方策

無電柱化推進計画では，「新設電柱を増やさない」
を取り組み姿勢の 1つに掲げている。
これを受けて，令和 3年度，関係省庁（国土交通省，

資源エネルギー庁，総務省）が連携して新設電柱の増
加要因の調査・分析を行い，その結果を踏まえた対応
方策を令和 4年 4月にとりまとめた。
まず，令和 3年度の電柱（電力柱＋通信柱）の新設

状況については，約 4.8 万本増加となった（図─ 2）。

図─ 2　令和３年度の新設電柱調査結果概要

（1）電力柱の新設ケース
電力柱の新設（約 14.4 万本）のうち，供給申込や

再エネ発電設備への接続に係るものが約 7.0 万本。こ
のうち，約 8割が個別の家屋新築等に伴う供給申込に
よるものである（図─ 3）。

（2）電力柱の新設場所
電力柱の新設のうち，民地に約 7割，官地に約 3割
が設置されている（図─ 4）。

図─ 4　電力柱の新設場所

（3）新設電柱の抑制に向けた対応方策
電柱が新設されるケースを類型化し，ケースごとに
対応方策を立案した（図─ 5）。

（4）対応方策の事例紹介 1

緊急輸送道路に電柱が新設されたケースがあったこ
とから，緊急輸送道路全線において新設電柱の占用制
限措置を対応方策とした。
具体的には，緊急輸送道路約 9万 kmのうち約 7万
6千 km（約 85％）において，道路法第 37 条に基づく，
新設電柱の占用を禁止する措置を実施（国管理 約 2
万 kmは 100％）しているが，全線での措置に至って
いない都道府県・市町村について，関係省庁の協力も
得つつ，整備局等による支援を通じて措置の実施を促
す（図─ 6）。

（5）対応方策の事例紹介 2

続いて，道路の沿道民地に電柱が新設されたケース
があったことから，対応方策として届出対象区域の導
入について紹介する。
緊急輸送道路をはじめ道路区域では，電線類の地中
化などを進め，災害時に電柱等が倒壊することによる
道路閉塞の防止に取り組んでいる。一方で，道路区域
外の沿道の民地に設置された電柱等による道路の閉塞
の危険もある。
このため，令和 3年に「届出・勧告制度」を創設し，
沿道の民地のうち道路管理者が指定した届出対象区域
の中に電柱を設置する場合，設置者は道路管理者に対

図─ 3　電力柱の新設ケース
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して「届出」を行い，道路管理者は道路閉塞のおそれ
がある場合には必要に応じて設置場所の変更等の「勧
告」を行えることとした。
本制度について，全国で初めて，届出対象区域の指

定に向けた手続きを直轄国道 8箇所で開始したところ

図─ 5　電柱新設のケースと対応方策

である（図─ 7）。
これら事例紹介を含め，令和 4年 4月に公表した「電
柱の増加要因を踏まえた新設電柱の抑制に向けた対応
方策」については，今後，関係省庁が連携して対応方
策を推進し，新設電柱の抑制に取り組む。
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4．おわりに

「道路の防災性の向上」，「通行空間の安全性・快適
性の確保」，「良好な景観形成」などの観点から，無電
柱化の機運が高まり，いかにコスト縮減の推進，事業
のスピードアップ，新設電柱の抑制を図るかが重要で
ある。
また無電柱化を加速するためには，関係省庁，道路
管理者，電線管理者，地方公共団体，地元関係者との
連携が不可欠である。
今回紹介した内容をはじめ，無電柱化に関する内容
を幅広く国土交通省HPで紹介しているので参考にし
て頂きたい。
�

図─ 6　対応方策事例 1

図─ 7　対応方策事例２
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